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ミサイルよりもごはん 軍拡増税反対！ 

 昨年の年休取得は一昨年を上回った。いくつかの支

部がそのような報告を労働安全衛生委員会で受けまし

た。コロナ禍にもかかわらず年休取得数が上がったの

なら、なぜ上がったのか、どのような取り組みをして

取得数の向上につながったのか合わせて報告されるべ

きでしょう。そして今年はさらに取り組みを進める具

体策が提案されなければなりません。そうでなけれ

ば、昨年の取得数の向上は、有症状で体調不良の出勤

停止を年休処理をしただけの可能性が否定できません。また平均取得数を下回っている職場

の対策も提案されるべきです。多くの病院で平均取得数を下回っている部署は例年同じはず

です。その部署の救済策は買取り以外にあるのでしょうか。 

 労組は24日の執行委員会で、各支部が病院に対して年休買取り問題で要請行動を行うこと

を決定しました。取り組みは2月6日の週に設定しています。組合の行動と院の回答に注目し

てください。 

22年は年休取得数が改善!? 改善の理由が何より重要 
  全職員が年休20日完全取得できる道筋を示せ 

2月は4,000品目もの食品が値上されます。それにもかか

わらず岸田首相は、軍拡のための増税を私たちに押しつ

けようとしています。「産休・育休中にリスキリング

（学び直し）を後押し」発言からもわかるように、首相

は暮らしのことなど何もわかっていないのです。 

 だから産休・育休中に学び直しなどと平気で言えてし

まうし、物価高騰のさなかに増税を押しつけて来るので

す。日本の食料自給率の実際は10％未満とも言われてい

て、戦争などで物流が止まれば6割が餓死する可能性があ

ると米国の大学が研究で明らかにしています。 

 お腹がすいてもミサイルは食べられません。必要なの

は国内自給率の上昇であり、食料品の価格安定策であ

り、物流が止まらないように近隣国との友好関係の構築

です。 東京新聞より引用 
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